





























































































































































































































































































































































































































































































プ」（2010 〜 12年度）、「女性史セミナー」（2011 〜 12年度）、国内外のスタディ
ツアー（2007、09、10年度）を行い、各年度の延べ受講者数は、2008年度約
510人、09年度約580人、10年度約570人、11年度約550人、12年度約1,100
人（創立50周年記念シンポジウム515人含む）だった。
公益財団法人として再出発（2013年度〜）
財団は、2013年3月に内閣府より公益財団法人移行認定通知を受け、4月
より公益財団法人として再出発した。1970年代のピーク時には50以上を数
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える講座のあった政治教育は、2006年度で終了したが、「政治教育・人材養成」
（定款「公益事業一」）として大幅に特化縮小したかたちとなった。
2013年度の政治教育・人材養成事業（公益一）は、「政治参画フォーラム」（開
催数4、受講者143人）、「ジェンダー平等政策サロン」（4回、109人）、「女性史
セミナー」（5回、155人）、「集中セミナー　変動期の女性と政治」（5回、100人）、
「集中講座　憲法の基本を学ぶ―参院選を前に」（5回、131人）と、福島第一
原発事故（2011.3.11）を機にドイツスタディツアー「脱原発・女性政策・政
治教育を学ぶ」（19人）を行った。
2014年度以降も、基本的に参画フォーラム、ジェンダーサロン、女性史
セミナーなどを行ってきたが、近年の特色としては、2015年度から、月1回
の土曜市民講座が定着したことである。「戦後70年を考える」（2015年度）、「日
本社会を考える」（2016年度）、「分断進む世界と日本社会を考える」（2017年度）、
「綻び見える日本の課題」（2018年度）、「危機の時代に考える」（2019年度）を
開催してきた。また2011年度以降、毎夏「脱原発1日セミナー」を「政治参
画フォーラム」の一環として開催し、さらに婦選会館で実施してきた「政治
参画フォーラム」を各地に出前したことも特色である。2014年度は、「女性
を議会へ！全国キャラバン	2015統一地方選を前に」と題して、女性地方議
員の少ないワースト4県（長崎・島根・石川・青森県）に出向いた（各1日〜 1
泊2日、参加者延べ数240人）。2015年度は「女性を地方議会へin東北」（1泊2日、
79人）、2016年度は関西
で「なんでやねん！ 70
年経ってもまだこれか」
（1.5日、87人）を地元と
共催した。
また、2016年度は、女
性参政70周年記念事業
として、前記関西のイベ
ントのほか、6党派女性女性参政70周年記念シンポジウム　2016年
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第 6 章　女性が民主的ガバナンスの積極的な担い手となるために
国会議員によるシンポジウム「女性は政治を変えられるか」（憲政記念館、約
500人）、「18歳からの選挙権―高校生が討論する『主権者になるということ』」
（2018、19年度も実施）を行った。
2017年度は、従来から随時受けていた選挙相談を常設した。また「女性
史セミナー」では「イギリス女性参政権100周年」記念のシンポジウム（約
70人）を行い、これが翌2018年度の英国スタディツアー「議会制民主主義・
福祉・女性参政権100年を学ぶ」（20人）に発展した。
2019年度は、新婦人協会創立100周年記念のシンポジウム（約50人、特別
展も開催）と、関係5団体共催によるつどい（主婦会館プラザエフ、約140人）
も行った。100年前、新婦人協会に集まった女性たちに思いをいたし、いま
私たちが手にしている権利の重さを伝える企画だ。また「参画フォーラム」
の出前や4年に一度の全地方議会女性議員の実態調査も進行中で、1954年創
刊の『女性展望』は9-10月号で700号となり、国会・地方議会の現職女性
議員約4,800人全員に贈呈した。10月末には総目次のデータベースもHP上
で一部公開し、今後順次全公開の予定である。また、2000年からマイクロフィ
ルムで公開してきた約8万点の婦人参政関係史資料の電子化を終え、構築中
のデータベースと合わせて公開の準備を進めている。
６　むすび
財団になる前の旧婦選開館の時代から数えて60年余、歴代理事長ととも
に政治教育の中枢を担ってきた山口みつ子前理事長が2019年退任した。退
任あいさつで「政治教育を進めてきた財団の存在意義と必要性が期待されな
がら、依然力が及ばなかったことが残念だ」と述懐した。女性参政権運動に
生涯を貫いた市川元理事長も、後を絶たない汚職政治の現状などに対し、有
権者数において男性を上回る女性の投票行動に失望の念を隠さなかった。一
時期政治教育を担当した緒方貞子理事は、財団創立50周年記念シンポジウ
ムの基調講演「市川房枝　グローバリズムへのさきがけ」で、婦選会館が女
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性たちの政治学習の場として貴重な役割を担ってきたことと、本を読むだけ
ではなく行動して学ぶ、実践することの重要性を述べた。
創立から約60年、この間多くの女性が財団を学びの場とした。専業主婦だっ
た女性が「自治」を学び、議員になった人、議員を支えた人、地域でPTA
や教育委員の準公選、図書館、環境問題、消費者問題などの市民活動をした
人、朗読奉仕などのボランティア活動をした人、女性団体で活動した人、調
停委員になった人、新聞に投書した人、デモに参加した人……。社会参加の
程度やかたちは人それぞれだが、講座は地域や社会を知るきっかけとなり、
女性たちの背中を押したことだろう。財団自体もその女性たちに長い間、維
持会員やボランティアとして支えらえてきた。それは市川元理事長への全幅
の信頼と、学ぶことを渇望した世代の女性が共に学ぶことで育まれた「婦選
会館」への愛着、絆によるものだろう。
筆者は財団創立10周年の前月に縁あって婦選会館、市川のもとで働くこ
ととなり、以来半世紀近く財団の事業にかかわってきた。時代は大きく変わ
り、次々と新しい課題への対応に迫られるが、女性の政治参画による民主的
な社会の実現を願う財団のミッションは変わらない。これからも女性の「政
治教育（主権者教育）」のあり方を問いつつ、事業を継承、発展させていきた
い。
（くぼ・きみこ　市川房枝記念会女性と政治センター理事長）
